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論文式試験問題集［倒 産 法］
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［倒 産 法］

〔第１問〕（配点：５０）

次の【事例】について，以下の設問に答えなさい。

なお，解答に当たっては，文中において特定されている日時にかかわらず，試験時に施行されて

いる法令に基づいて答えなさい。

【事 例】

Ａ株式会社（以下「Ａ社」という。）は，家具の卸売を業とする株式会社である。Ａ社は，平

成元年の設立以来，地元の地方銀行であるＢ銀行を主要な取引銀行として，当座預金口座を開設

するとともに，しばしば運転資金の融資や手形の割引等に応じてもらってきた。また，Ａ社は，

Ｂ銀行のほか，Ｃ信用金庫及びＤ銀行にもそれぞれ普通預金口座を開設し，取引先に送付する請

求書にこれらの口座を記載して，取引先の選択により，これらのいずれかの口座に振込送金させ

る方法により決済を行っていた。

Ａ社の業績は，創業以来順調に発展してきたが，平成２０年頃になると，製造業者から直接仕

入れをする小売業者が増加し，卸売業の役割が相対的に低下するとともに，家具の製造から販売

まで一手に行う大規模家具小売業者の進出等もあり，次第にＡ社の業績は悪化し，平成２５年以

降は赤字決算となる年度もあった。

Ａ社は製造業者から仕入れた家具を保管するための自社倉庫（以下「本件倉庫」という。）を

所有していたが，令和元年９月に台風の影響により屋根が大きく破損し，仕入れた家具の多くに

水濡れの被害が生じた。本件倉庫については，屋根の破損のみならず，建物全体が大きな損傷を

受けたため，抜本的な補修ないし建て替えが必要な状況であった。そこで，Ａ社は，本件倉庫を

建て替えることとし，同年１０月１０日，Ｅ建設との間で，倉庫建設請負契約（以下「本件請負

契約」という。）を締結した。本件請負契約においては，請負代金は１億５０００万円とされ，

Ａ社がＥ建設に対して，契約成立時に５０００万円を支払い，残代金は完成した倉庫の引渡しと

引換えに支払うこと，Ｅ建設は，令和２年６月３０日までに倉庫を完成させてＡ社に引渡しをす

ることを合意した。Ａ社は，本件請負契約の前払金を支払うため，Ｂ銀行から５０００万円の融

資を受けて，Ｅ建設に支払った。Ｅ建設による倉庫の建設は順調に進み，同年５月３１日までに

は倉庫は完成したが，Ａ社への引渡しはまだされていない。

また，台風被害により水濡れしてしまった在庫商品について，比較的損害の程度が軽かったも

のは，以前から取引があった小売業者に割引価格で売却するなどにより処分することができたが，

程度の悪いものについては買取り先が見つからないまま，令和２年の春を迎えることとなった。

この時点でＡ社の資金繰りはかなり苦しくなってきているとともに，商品の保管場所の問題もあ

り，同業者からの紹介により，中古家具販売業者であるＦ商店に残りの水濡れした在庫商品一式

（以下「本件商品」という。）を３００万円で一括売却することとした。この売買契約（以下

「本件売買契約」という。）は同年４月１５日に締結され，本件売買契約によれば，同年５月末

日までにＦ商店の負担により本件商品を引き取り，商品の引取り後１０日以内に，Ｂ銀行，Ｃ信

用金庫又はＤ銀行に開設したＡ社のいずれかの口座に代金３００万円を振り込む方法で支払うこ

ととされた。

在庫商品の水濡れによる損失に加え，本件倉庫の建て替え工事の間，商品を保管するために借

り上げた倉庫の賃料の支払等の支出が重なったこともあり，令和２年４月頃には，Ａ社の資金繰

りはかなり苦しい状況に陥っていた。そこで，Ａ社は当面の事業資金３０００万円の融資をＢ銀

行に申し込んだが，既に本件請負契約の前払金５０００万円について融資を受けていたため，Ｂ

銀行からは追加の融資を受けることができなかった。そのため，Ａ社は，Ｃ信用金庫及びＤ銀行

にも緊急の融資を求めたが，主要な取引銀行であるＢ銀行が融資を見送っていることもあり，両
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金融機関とも融資については二の足を踏み，結局融資を受けることができないまま，仕入先であ

るＧ木工への買掛代金の支払期日である同年５月３１日を徒過してしまった。翌６月１日，買掛

代金の振込みがないことを知ったＧ木工からの問合せを受け，Ａ社の経理担当者は，事務手続上

のミスで支払が遅れているが，数日のうちには必ず振り込むとの返答をしたものの，実際にはＧ

木工への支払はもとより，他の仕入先に対する買掛代金の調達のみならず，取引金融機関からの

借入金の弁済のめども立たない状況であった。

そこで，Ａ社の経営陣は，顧問弁護士のＨに連絡をし，令和２年６月３日にＡ社の会議室にお

いて今後の方針について協議を行った結果，主な取引先や取引金融機関に対して，Ａ社は近日中

にＨ弁護士を申立代理人として破産手続開始の申立てを行う予定であり，債務の支払についても

それまでの間停止する旨の通知（以下「本件通知」という。）を，翌週の同月８日に発送するこ

とを決めた。ただし，この方針については，混乱を避けるため，本件通知の発送までは，Ｈ弁護

士と協議に参加した経営陣限りにとどめておくこととした。

本件通知は，予定どおり，令和２年６月８日に，Ｈ弁護士名義で発送され，翌９日に，Ｂ銀行

を始めとする取引金融機関及び主な取引先に到達した。その後，Ａ社は，Ｈ弁護士の下で破産手

続開始の申立ての準備を進め，同月１５日にＩ地方裁判所に破産手続開始の申立てをし，同月２

５日にＡ社について破産手続開始の決定がされ，破産管財人Ｘが選任された。

〔設 問〕 以下の１から３については，それぞれ独立したものとして解答しなさい。

１．破産管財人Ｘは，破産財団にとって建て替えられた倉庫は不要であると考え，Ｅ建設に対し，

本件請負契約を解除する旨の通知をした。仮に，この解除が認められるとした場合，Ａ社の破

産手続において，支払済み及び未払の請負代金がどのように扱われることになるか，説明しな

さい。

２．Ｆ商店は，本件売買契約に従い，令和２年５月２８日までに本件商品を引き取り，同年６月

５日に，Ｂ銀行に開設されたＡ社の当座預金口座に代金３００万円を振り込んだとする。破産

手続の開始後に破産管財人ＸがＢ銀行に対してＦ商店から振り込まれた３００万円の引き出し

を求めた場合において，Ｂ銀行は，本件請負契約の前払金として融資した５０００万円と対当

額について相殺するとして，３００万円の支払請求を拒絶することができるか，論じなさい。

３．前記２において，Ｆ商店がＢ銀行に開設されたＡ社の当座預金口座に代金３００万円を振り

込んだのが令和２年６月１６日であり，その時点では，Ｂ銀行は，前日の同月１５日にＡ社に

ついて破産手続開始の申立てがされていたことを知らなかった場合，Ｂ銀行は，本件請負契約

の前払金として融資した５０００万円と対当額について相殺するとして，３００万円の支払請

求を拒絶することができるか，論じなさい。
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〔第２問〕（配点：５０）

次の【事例】について，以下の設問に答えなさい。

なお，解答に当たっては，文中において特定されている日時にかかわらず，試験時に施行されて

いる法令に基づいて答えなさい。

【事 例】

Ａ株式会社（以下「Ａ社」という。）は，リゾートホテルの運営と別荘の販売を業とする株式

会社であり，平成１０年の創業以来，積極的に事業を展開してきたが，借入金により大規模な投

資をした直後，新型の感染症の影響を受けて売上げが激減し，借入金の元利金支払に窮するよう

になった。そこで，Ａ社は，令和３年５月６日，Ｂ地方裁判所に再生手続の開始を申し立てたと

ころ，同日，Ｃを監督委員とする監督命令が発せられた。

裁判所は，令和３年５月３１日，Ａ社について再生手続開始の決定をした。再生債権の届出を

すべき期間は同年６月３０日まで，再生債権の調査をするための期間は同年８月２日から同月９

日まで，再生計画案の提出期限は同月３１日とされた。

〔設 問〕 以下の１から３については，それぞれ独立したものとして解答しなさい。

１．Ｄは，令和３年４月１日，Ａ社が運営するリゾートホテルで同年１２月４日にＥとの結婚披

露宴を開くこととし，割安な全額前払プランを選択してＡ社と契約を締結した。Ｄは，同年４

月１６日に料金の全額１１０万円を一括して支払った。

Ｄは，Ａ社の再生手続において，自らの債権をどのように届け出るべきか，説明しなさい。

なお，解答に当たっては，①Ｄが有する権利がなぜ再生債権となるか，②Ａ社について開始さ

れたのが破産手続であり，その開始決定までに全ての事業を廃止していた場合との届出内容の

相違についても，言及しなさい。

２．Ａ社は，令和３年８月３０日に再生計画案を提出し，同計画案は，同年１０月２７日の債権

者集会において可決され，同年１１月２９日には裁判所による再生計画の認可決定が確定した。

ところが，令和４年２月１日になって，Ａ社の株主で代表取締役でもあるＦが，民事再生法

第１７２条の３第１項第１号所定の再生計画案の可決要件を確実に満たすことを目的として，

Ａ社従業員であるＧら１０名に命じ，Ａ社に対する債権を有していないにもかかわらず債権を

有しているものとして再生債権届出書を提出させ，債権調査においてＡ社がこれらの債権を認

めていたことが判明した。そこで，監督委員Ｃが調査した結果，Ｇら１０名を除いても，Ａ社

の再生計画案に同意した議決権者は，議決権者の半数を一人だけ上回っており，可決要件を満

たしていたことが明らかになった。ただし，同意した議決権者の中には，Ｆが虚偽の債権の届

出を従業員に命じたことを債権者集会の際に知っていれば再生計画案に同意しなかったと回答

する者が２名いた。上記の調査結果を記載したＣの報告書は，令和４年４月１日，再生債権者

に送付された。

再生債権者であるＨは，Ｃの上記調査報告書により事情を初めて知り，令和４年４月３０日，

再生計画の取消しを申し立てた。Ａ社の再生計画には，法定の取消事由があると認められるか，

論じなさい。また，仮にこれが認められる場合に，裁判所はどのように判断すべきか，論じな

さい。

なお，Ｈによる前記の申立てまでの間，再生計画はＡ社により滞りなく履行されており，今

後も，その履行を継続することが可能な状況である。

３．Ａ社の再生計画に対する認可決定が確定した後，Ａ社からの報告により，Ａ社の収支が改善

せず，逆に大きな損失を出してしまい，もはや再生計画に基づく弁済を継続していくことがで

きなくなったことが判明した。この場合，裁判所はどのように対応すべきか，説明しなさい。
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論文式試験問題集［租 税 法］
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［租 税 法］

〔第１問〕（配点：５０）

Ａは，平成元年１月からＢと婚姻し同居していた。婚姻中は，Ａが専ら収入を得ており，Ｂは家

事に従事していた。

Ａは，平成１２年１２月３１日付けの契約で，不動産業者である株式会社Ｐ社から，土地（以下

「本件土地」という。）を４０００万円の対価により取得した。この金額は，この時の本件土地の

時価と等しいものであった。Ａは，この金額を，婚姻中に蓄積した貯蓄から支払った。

平成１８年３月１日，ＡとＢは離婚することになった。同日，財産分与として，Ａは本件土地を

Ｂに引き渡した。この時点において，ＡとＢとが婚姻中に形成した資産の時価相当額は約１億円で

あり，本件土地の時価は５０００万円であった。

平成２０年３月１日，Ｂは，本件土地を個人Ｃに５５００万円の対価により譲渡した。

Ｃは，本件土地の取得後直ちに，その上に居住用の部屋１０室から成る建物（以下「本件建物」

という。）を建築した。そして，平成２２年１月から，本件建物の各部屋を賃貸する不動産賃貸業

を個人で営み始めた。本件建物の賃借人は，Ｃ名義の銀行口座への振込みによりその賃料を支払っ

ていた。本件建物に係る賃貸借契約や管理業務には，Ｃはほとんど関わっておらず，Ｃの子である

Ｄが事実上行っていた。Ｄは，本件建物の部屋の一室に居住しているが，Ｃに対して賃料の支払は

していない。

さらに，Ｃは，平成２３年１月から，本件建物の一室を使って，個人でＱ鍼灸院という屋号の鍼

灸院の事業を開始した。鍼灸の施術サービスを行うには，はり師及びきゅう師の国家資格が必要で

あったが，鍼灸院の経営自体は，経営者がはり師及びきゅう師の国家資格を持っていなくても，は

り師及びきゅう師の国家資格を持つ者を別に雇用することで営業することが可能であった。Ｃは，

個人経営者としてＱ鍼灸院の事業運営を取り仕切り，また，はり師及びきゅう師の国家資格を持つ

Ｆを雇用した。Ｆが来院客に鍼灸の施術サービスを提供するとともに，Ｃ自らは，施術サービスを

行うのに国家資格の不要なリラクゼーションセラピストとして，来院客にリラクゼーションの施術

サービスを提供し，Ｑ鍼灸院は鍼灸及びリラクゼーションの各施術サービスによる収入を得ていた。

Ｃは，本件建物の居住用の部屋の賃貸収入と，Ｑ鍼灸院の収入により生計を立てていた。

他方，Ｃは，平成２６年１月から，かねて趣味にしようと考えていた生花の専門学校に半年間通

い，その腕を磨き，かなりの腕前を持つに至った。そこで，Ｃは，同年１０月に，Ｑ鍼灸院の待合

室に自作の生花を飾ったところ，来院客からも好評で，待合室の雰囲気が良くなったためか，生花

を飾って以降毎月の売上げが１割上昇した。

さらに，Ｃは，将来は自らも鍼灸の施術サービスを提供し，より多くの来院客に施術サービスを

提供できるようにし，Ｑ鍼灸院の事業の拡大を図ろうと考え，平成２７年１月から，はり師及びき

ゅう師の国家資格取得のための専門学校に通い始め，はり師及びきゅう師の国家資格取得を目指し

た。

令和元年１０月にＣが死亡し，Ｃの子であるＤ及びＥの２名のみが共同相続人となったが，現在

に至るまで遺産分割協議は成立していない。なお，Ｃは遺言をしていない。また，Ｃ死亡後，速や

かにＱ鍼灸院は廃業した。

本件建物の居住用の部屋の賃料については，ＤとＥとの合意により，遺産分割協議が成立するま

ではＤ名義の銀行口座への振込みにより受領することとし，その旨を賃借人に通知した。実際に，

令和２年１月からは，本件建物の賃借人は，Ｄ名義の銀行口座への振込みにより賃料を支払ってい

る。この賃料収入は，現在に至るまでＤ名義の銀行口座から引き出されていない。

以上の事案について，以下の設問に答えなさい。
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〔設 問〕

１ 平成１８年３月１日に，Ａが本件土地をＢに引き渡したことは，財産分与の額として適正なも

のであったとする。このとき，

⑴ 上記の財産分与に関して，Ａの所得税の課税関係はどうなるか。

⑵ 平成２０年３月１日に，Ｂが本件土地をＣに譲渡したことに関して，Ｂの所得税の課税関係

はどうなるか。

２ Ｃの平成２６年分の所得税の計算上，Ｃが生花の専門学校に支払った学費は，ＣのＱ鍼灸院に

係る事業所得における必要経費に該当するか。また，Ｃの平成２７年分の所得税の計算上，同年

中にＣがはり師及びきゅう師の国家資格取得のための専門学校に支払った学費は，ＣのＱ鍼灸院

に係る事業所得における必要経費に該当するか。

３ 所得税法上は，令和２年分の本件建物の居住用の部屋の賃料収入は，誰に帰属するか。



- 8 -

〔第２問〕（配点：５０）

株式会社Ａ（以下「Ａ社」という。）及び株式会社Ｐ（以下「Ｐ社」という。）は，株主及び役

員の一部を同じくする関連会社である。Ａ社は，昭和５０年に甲県乙市郊外の土地（以下「本件土

地」という。）を３０００万円で購入し，Ａ社の保養施設の敷地として利用していた。平成２９年

に本件土地上の保養施設は取り壊され，本件土地は更地となっていた。令和元年９月，Ａ社代表取

締役のＱは，知り合いのＲから，本件土地を時価相当額である９０００万円で売却してほしいとの

電話連絡を受けた。Ｑは，Ａ社が直接Ｒに本件土地を売却するのではなく，Ａ社からＰ社へ，そし

てＰ社からＲへ，順次売却することを計画した。その目的は，Ａ社及びＰ社がそれぞれ譲渡益を得

て，Ａ社及びＰ社の繰越欠損金を消滅させることにより，２社合計の法人税額を，Ａ社が直接Ｒに

本件土地を売却した場合と比して低くすることであった。

Ｑは，課税上問題視されないようにするため，Ａ社とＰ社との間に株式会社Ｂ（以下「Ｂ社」と

いう。）を挟むことを考えた。Ｑの大学時代の同じサークルの後輩で今でも交流を続けているＣが，

乙市内で不動産販売会社たるＢ社を立ち上げ，Ｂ社の代表取締役を務めていることを思い出したた

めである。ＱはＣに，Ｂ社がＡ社から本件土地を購入する取引を提案した。ただし，Ｂ社がＡ社か

ら７０００万円で本件土地を買い受けた後，２か月以内にこれをＰ社に７５００万円で売却するこ

と（以下「本件特約」という。）を条件とするものであった。Ｑとしては，Ａ社及びＰ社とは何ら

関係性のないＢ社を間に介在させることで，本件土地の適正な時価が７０００万円であると見せ掛

けることを企図していた。Ｃとしては，古くから世話になっている先輩からの依頼であり無下に断

ることもできず，立ち上げたばかりのＢ社の売上げが少しでも上がるのであればと思い，承諾した。

なお，本件特約は，Ｑの希望により本件土地の売買契約書とは別の覚書（以下「本件覚書」とい

う。）という形でＡ社，Ｂ社間で締結された。また，Ｑは，本件土地の売却時期が令和２年２月頃

になることをあらかじめＲに連絡し，Ｒの了解を得ていた。

以上に基づき，Ｂ社は，令和元年１１月１５日にＡ社から本件土地を７０００万円で買い受け

（以下，この取引を「本件ＡＢ取引」という。），令和２年１月１０日に本件土地をＰ社に７５０

０万円で売却した（以下，この取引を「本件ＢＰ取引」という。）。同月２０日，ＱはＲに対し，

本件土地は，現在，関連会社であるＰ社が保有しているので，Ｐ社に買付証明書を提出してほしい

と連絡し，Ｒは，同月２３日付け買付証明書をＰ社に郵送した。Ｐ社は，同年２月２５日にＲに対

し，本件土地を９０００万円で売却した（以下，この取引を「本件ＰＲ取引」という。また，「本

件ＡＢ取引」，「本件ＢＰ取引」，「本件ＰＲ取引」をまとめて，以下「本件各取引」という。）。

Ｐ社は，同月２９日にＣに対し，協力金として１００万円（以下「本件リベート」という。）を支

払った。

Ａ社，Ｂ社及びＰ社は，毎年１月１日から１２月３１日までの期間を事業年度としている。

Ａ社は，本件土地の時価が７０００万円であるという前提で，令和元年１２月期の法人税の申告

（以下「本件Ａ申告」という。）をした。令和２年９月，税務署によるＡ社に対する法人税の実地

調査がなされた。本件土地が転々譲渡されていることにつき調査官から尋ねられたＱは，本件土地

を，交渉の末，Ｂ社に７０００万円で売却したところ，その後，本件土地を９０００万円で購入し

たいとＲから連絡を受けたが，既にＢ社に売却してしまっており，当時，Ａ社にて買い戻すだけの

資金的余裕もなかったことから関連会社のＰ社が本件土地をＢ社から７５００万円で購入した上で，

Ｒに売却することになった旨を説明した。その際，Ｑは，本件各取引の売買契約書（以下「本件各

売買契約書」という。）について調査官に示したものの，本件覚書については開示しなかった。な

お，本件各売買契約書には架空の名義の利用はない。

調査後，ＱはすぐにＣに連絡し，Ｂ社について調査官から事情を聴かれた際には，本件覚書の存

在やＱとＣとの関係については一切触れずに，交渉の末に，購入価額が７０００万円となったと説

明するよう要請した。また，Ｑは，Ｒに対してもＱが調査官に説明した内容での口裏合わせを行っ

た。しかし，Ｂ社に反面調査がなされた際，本件覚書の存在が発覚し，本件各取引の全貌が明らか
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となった。

以上の事案について，以下の設問に答えなさい。ただし，第２問において，グループ法人税制及

び同族会社行為計算否認規定の適用は考えなくてよい。

〔設 問〕

１⑴ 仮にＡ社が令和元年１１月１５日に直接Ｒに本件土地を９０００万円で譲渡していた場合，

当該譲渡に関して，同年１２月期のＡ社の法人税の計算上，益金の額及び損金の額への計上

に係る根拠規定及び適用関係を説明しなさい。

⑵ 本件ＡＢ取引に関して，令和元年１２月期のＡ社の法人税の計算上，益金の額及び損金の

額への計上に係る根拠規定及び適用関係を説明しなさい。

⑶ 国税通則法第６８条第１項の「隠蔽」，「仮装」につき，最高裁判所平成７年４月２８日

第二小法廷判決・民集４９巻４号１１９３頁は「架空名義の利用や資料の隠匿等の積極的な

行為が存在したことまで必要であると解するのは相当でなく，納税者が，当初から所得を過

少に申告することを意図し，その意図を外部からもうかがい得る特段の行動をした上，その

意図に基づく過少申告をしたような場合には，重加算税の右賦課要件が満たされる」と判示

した。益金を２０００万円少なくした本件Ａ申告そのものが同項の「隠蔽」，「仮装」に当

たるか，説明しなさい。

⑷ 本件Ａ申告そのもの以外に，国税通則法第６８条第１項の「隠蔽」，「仮装」に当たる事

実があるかについて，本件各取引の法律行為の内容が本件各売買契約書に偽りなく記載され

ており，架空名義の利用はないことに留意しつつ，上記最高裁判所の判決の判示を踏まえて

説明しなさい。

２ 本件ＡＢ取引及び本件ＢＰ取引に関して，Ｂ社の令和元年１２月期及び令和２年１２月期の

法人税の計算上，益金の額及び損金の額への計上に係る根拠規定及び適用関係を説明しなさい。

３ 本件リベートは，Ｃの令和２年分の所得税の計算上，事業所得，一時所得，雑所得のいずれ

の所得に分類されるか，説明しなさい。
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論文式試験問題集［経 済 法］
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［経 済 法］

〔第１問〕（配点：５０）

Ｙ１ないしＹ１５は，いずれも土木工事の施工等を業とする株式会社である。

Ｘ県は，大雨により崩壊した県道の復旧工事２０件（以下「本件各工事」という。）を条件付一

般競争入札の方法（入札公告により，特定の入札参加資格を付して入札の参加希望者を募り，当該

参加資格を満たしていると認められた者を当該入札の参加者とする方法）により発注することとし，

落札方式については，入札価格を８０点満点で評価する「価格評価点」と技術力を２０点満点で客

観的に評価する「技術評価点」を合算した点数の最も高い者を落札者とする総合評価落札方式を採

用することとした。本件各工事は，いずれも同じ日に入札公告がなされ，その後，いずれも同じ日

に入札がなされる。

Ｘ県が本件各工事の入札公告に先立ってその発注見通しを公表したことを受け，Ｘ県に所在する

技術力の高いＹ１ないしＹ１３は，受注価格の低落防止及び受注機会の均等化を図るため，それぞ

れの担当者による会合（以下「本件会合」という。）を開き，次の⑴ないし⑶のとおり合意した

（以下「本件合意」という。）。

⑴ 本件合意の参加者は，本件各工事の入札に先立ち，Ｙ１に対し，受注を希望する工事を知ら

せるとともに，当該工事について技術評価点に係る自社の予測値を提供すること

⑵ Ｙ１は，受注希望者の中から受注予定者を決めるとともに，それ以外の入札参加者も決め，

受注予定者が確実に受注できるようにするため，提供を受けた技術評価点の予測値に基づいて，

受注予定者及びそれ以外の入札参加者が入札すべき価格を算出し，これらをそれぞれに伝える

こと

⑶ 受注予定者はＹ１から伝えられた価格で入札すること，それ以外の入札参加者はＹ１から伝

えられた価格で入札し，受注予定者が受注できるよう協力すること

また，本件会合において，本件各工事の性質上，Ｘ県の隣接県に所在するＹ１４及びＹ１５が本

件各工事の入札に参加することが予想されるとのＹ１の担当者の発言を受けて，Ｙ１ないしＹ１３

は，Ｙ１を調整役として，Ｙ１４及びＹ１５に本件合意への参加を呼び掛けることにした。

Ｙ１の担当者とＹ１４又はＹ１５の担当者との面談状況は，それぞれ以下のとおりであった。

まず，Ｙ１の担当者は，面談したＹ１４の担当者に対して，本件合意の内容を説明した上で，本

件合意の参加者を特定することなく，Ｘ県所在の有力な業者の多くが本件合意に参加する意思を表

明していると伝え，本件合意への参加を呼び掛けた。その際，Ｙ１４の担当者は，本件合意の参加

者の正確な範囲を認識しておらず，それを確認することもせず，また，本件合意に参加した場合の

見返りに関する質問もしなかった。Ｙ１４の担当者は，Ｙ１の担当者に対し，会社としてＹ１の呼

び掛けに応じる意思を表明したが，その理由は，本件各工事を受注する希望はないものの，Ｘ県に

よる追加工事の発注があり得ると考えた上で，それらについて受注を希望することがあれば，Ｙ１

を通じてＸ県所在の業者から協力を得ることができるかもしれないと期待したからであった。

次に，Ｙ１の担当者は，面談したＹ１５の担当者に対して，本件合意の内容を説明した上で，本

件合意の参加者がＹ１ないしＹ１４であることを伝え，本件合意への参加を呼び掛けた。その際，

Ｙ１の担当者が，Ｙ１５において本件各工事の受注を希望することがあれば，Ｙ１５を受注予定者

とすることもあるなどと述べたことから，Ｙ１５の担当者は，Ｙ１の担当者に対し，会社としてＹ

１の呼び掛けに応じる意思を表明した。

上記の各面談後，Ｙ１の担当者は，Ｙ２ないしＹ１３の各担当者に対し，Ｙ１４及びＹ１５が本

件合意に参加することになったと伝えた。しかし，本件各工事の入札公告に先立ち，Ｙ１５は，コ

ンプライアンス上の理由から本件合意への参加には応じられないこととなった。このため，Ｙ１５

の担当者は，Ｙ１の担当者に対し，会社として，上記面談時に伝えた本件合意に参加する意思を撤

回する旨の連絡を行い，Ｙ１の担当者からの再度の呼び掛けに対してもこれを拒否する姿勢を明確
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に示した。Ｙ１の担当者は，Ｙ１５の技術力や確保できる作業員数の見込みなどに照らして，Ｙ１

５が本件合意への大きな脅威になることはないと判断した上で静観することとし，Ｙ１５の翻意を

Ｙ２ないしＹ１３の各担当者に伝えず，また，Ｙ１４の担当者にも伝えなかった。

その後，本件各工事の入札公告がなされ，本件合意に従って受注予定者の決定等がなされた。２

０件の本件各工事のうち１９件は，本件合意に基づく調整の結果どおり，Ｙ１ないしＹ１３が落札

した。残る１件は，Ｙ１に対して本件合意への参加の意思を撤回したＹ１５が，独自の積算で入札

して落札した。Ｙ１４は，本件各工事の受注希望を表明することはなかったが，特にＹ１より依頼

のあった１件の工事について，技術評価点の予測値をＹ１に提供するとともに，Ｙ１から伝えられ

た価格で入札した。なお，本件合意への参加を呼び掛けることのなかったＹ１ないしＹ１５以外の

技術力が高くない数社が本件各工事の入札に参加したが，落札した工事はなかった。

〔設 問〕

Ｙ１ないしＹ１３，Ｙ１４及びＹ１５の行為について，私的独占の禁止及び公正取引の確保に

関する法律（以下「独占禁止法」という。）上の問題点を検討しなさい。解答に当たっては，Ｙ

１４及びＹ１５による以下の主張の当否を踏まえること。なお，課徴金の賦課及び犯則事件につ

いて論じる必要はない。

Ｙ１４の主張：「本件合意の参加者の正確な範囲を知らない。また，そもそも本件各工事に受

注希望はなかったし，実際，落札した工事もない。」

Ｙ１５の主張：「当初，Ｙ１の呼び掛けに応じたが，その後，少なくともＹ１に対しては入札

公告前に，本件合意に参加しないことを明確に伝えた。」
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〔第２問〕（配点：５０）

甲製品は，主要な家庭用電動器具の一つであり，特有の機能・効用を有し，代替品は存在しない。

甲製品には，その安全性に関する公的規格が設定されている。

甲製品の国内メーカーとして，従来からＸ社，Ａ社及びＢ社の３社があり，令和元年における甲

製品の国内販売台数のシェアは，Ｘ社が４５パーセント，Ａ社が２５パーセント，Ｂ社が１５パー

セントであった。また，近年，Ｙ社が参入し，その甲製品のシェアは毎年漸増しており，令和元年

において１５パーセントであった。先発の３社及びＹ社以外には，上記の公的規格による甲製品を

製造・販売するものはいない。

甲製品は，各種の家庭用電動器具を専門に取り扱う販売店のほか，ホームセンター等の販売店で

販売されており，これらの販売店では２社以上の甲製品を取り扱う併売が一般的であるが，後発の

Ｙ社の甲製品を取り扱っている販売店は限定的である。甲製品の販売店にとっては，メーカーによ

る販売促進や技術面の支援が重要な意味を持っている。また，甲製品のユーザーは，販売店の助言

や推奨によってメーカーを選定する傾向が強い。

Ｘ社は，家庭用電動器具の総合メーカーとしてブランド力が強く，また，国内における甲製品の

最先発のメーカーとしてユーザーからの知名度も高く，販売店にとってはＸ社の甲製品を取り扱う

ことが不可欠である。Ｘ社は，その取引先販売店のうち，家庭用電動器具全体を対象にその販売力

や技術力等を評価して選定したものをＸ社の「特約店」として認定し，家庭用電動器具の販売促進

や技術面での支援策を総合的に提供する特約店制度を実施しており，Ｘ社の甲製品を取り扱う取引

先販売店の約６０パーセントが特約店となっている（なお，特約店にあっても併売が一般的であ

る。）。こうした事情から，Ｘ社は，甲製品について大きなシェアを確保してきたが，近年参入し

てきたＹ社の伸長により，そのシェアをやや低下させてきていた。また，Ａ社及びＢ社は，いずれ

も甲製品を主体とするメーカーであり，Ｘ社に比べればブランド力は強くないが，一定のシェアを

維持してきた。他方，Ｙ社の甲製品は，先発の３社の甲製品と比較して相対的に低価格であり，Ｙ

社は，そのことを強調した販売戦略により，甲製品の販売台数を増加させてきていた。

こうした状況において，Ｙ社では，その甲製品の更なる販売拡大を目指すこととし，令和２年１

月以降，従来Ｙ社の甲製品を取り扱っていない販売店に対して新規の取引を申し入れる取組を強化

し始めた。その結果，販売店の中には，Ｙ社の甲製品の取扱いを新たに始めるものが出てきた。こ

れに対し，従来から甲製品のシェアがやや低下してきていたＸ社は，その原因がＹ社の甲製品の伸

長にあり，特にＹ社の甲製品をユーザーに積極的に推奨する販売店が存在していること，Ｙ社が新

たな取引先販売店の開拓に乗り出したこと，これまで甲製品の価格競争は限定的であったにもかか

わらず，相対的に廉価なＹ社の甲製品の伸長が甲製品全体の価格水準に影響しかねないことに危機

感を抱き，次の二つの措置を講じることとした。

まず，Ｘ社は，直ちに実施できる措置として，令和２年４月から，Ｙ社の甲製品も取り扱う取引

先販売店のうち，Ｙ社の甲製品を積極的にユーザーに推奨しているものに対して個別に，このまま

Ｙ社の甲製品の積極的な推奨を続けると，Ｘ社の家庭用電動器具の販売促進や技術面の支援におい

て不利な扱いをする旨示唆している（以下「措置１」という。）。そして，実際にＸ社から不利な

扱いを受けた販売店も出てきており，また，Ｘ社の取引先販売店の間では，Ｘ社から不利な扱いを

受けた販売店があるとの情報が流布している。このため，販売店の中には，Ｘ社との取引上不利に

なることを恐れて，ユーザーに対するＹ社の甲製品の積極的な推奨を取りやめるものが出てきてお

り，Ｙ社の甲製品の取扱いを検討していたＸ社の取引先販売店の中には，Ｙ社の甲製品の取扱いを

断念したものもある。

次に，Ｘ社は，措置１と並行して，特約店制度を利用した措置を採ることとし，令和２年１０月

から，Ｘ社の甲製品を取り扱う特約店に対し，ユーザーに対して専らＸ社の甲製品を推奨すること

を約束する場合には，Ｘ社の甲製品の販売台数の増加率に応じて家庭用電動器具全体の仕入額を計

算基礎とする累進的なリベートを供与する旨提案し，これを実施し始めた。そして，Ｘ社は，特約
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店における上記の約束の履行状況を確認するために，自社の従業員又は第三者による特約店のモニ

タリングを実施し，必要に応じ，上記の約束を履行していない特約店に対する指導を行っており，

改善されない場合には，リベートを供与しないだけでなく，特約店に対する販売促進や技術面での

支援策を削減する旨通告している（以上の措置を以下「措置２」という。）。令和２年１２月末時

点では，Ｘ社の甲製品を取り扱う特約店の約半数が上記の約束をしており，措置２により，Ｙ社に

よる新たな取引先販売店の獲得に懸念が生じている。

〔設問１〕

Ｘ社による措置１及び措置２のそれぞれについて，独占禁止法に違反するか検討しなさい。

〔設問２〕

問題文に加えて，令和３年５月時点で以下の事情が認められる場合に，Ｘ社による措置１及び

措置２の全体について，独占禁止法に違反するか検討しなさい。

Ｘ社の甲製品を取り扱う特約店のうち，専らＸ社の甲製品の推奨を約束しているものは，約７

０パーセントに達している。また，Ｙ社，Ａ社及びＢ社の甲製品の販売台数にかなりの影響が出

ており，その結果，Ｘ社の甲製品のシェアは，令和３年第１四半期（令和３年１月から同年３月

まで）において６０パーセントに達した。さらに，Ｙ社の甲製品を積極的に推奨する販売店が少

なくなり，また，Ｙ社の甲製品を取り扱う販売店が増えていないことから，甲製品の価格水準は，

従来どおり安定した状態にある。
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論文式試験問題集［知的財産法］
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［知的財産法］

〔第１問〕（配点：５０）

Ｘは，腹壁と胃壁を縫合糸で固定する施術（胃壁固定術）に用いられる「医療用器具」（以下

「Ｘ発明」という。）について特許権（以下「Ｘ特許権」という。）を有している。Ｘ発明は，腹

壁と胃壁の縫合を短時間に迅速かつ確実に行うという課題を解決するために，縫合糸を挿入するた

めの針と，これとほぼ平行に設けられた縫合糸を保持するための針とを固定部材により固定する構

成（以下「構成要件α」という。）を採用し，２本の針を一体化させ，同時穿刺（注）可能な構造

としたことを技術的特徴の一つとする。

Ｘは，Ｘ発明の実施品である医療用器具（以下「Ｘ製品」という。）を製造し，販売している。

以上の事実関係を前提として，以下の設問に答えなさい。なお，各設問はそれぞれ独立したもの

であり，相互に関係はないものとする。

（注）「穿刺」とは，体外から体腔内，血管内，臓器内に針を刺し入れることをいう。

〔設 問〕

１．Ｘは，Ｘ発明の特許出願時に，その特許請求の範囲において，構成要件αの針を金属製の針

と記載していたが，当該特許出願の願書に添付した明細書には，針の材質に関して，その他の

硬い針を用いてもよいことが記載されていた。Ｘ特許権については，特許出願から設定登録ま

での間に補正がされていない。

Ａは，樹脂製の針を使用した医療用器具（以下「Ａ製品」という。）を製造し，販売してい

る。Ａ製品は，樹脂製の針を用いている点を除き，Ｘ発明の構成要件を全て充足する。Ｘ発明

の特許出願時において，樹脂製の針が硬い針であることは，Ｘ発明の属する技術の分野におけ

る通常の知識を有する者にとって自明であり，また，金属製の針に替えて樹脂製の針を用いて

もＸ発明の作用効果を奏することは，それらの者が容易に想到することができたとする。この

場合，Ａの行為は，Ｘ特許権を侵害するかについて論じなさい。

２．Ｂは，医療機関からＸ製品の使用済み品を入手し，Ｘ製品を分解し，各部品を洗浄し，再組

立てを行い，滅菌処理を施した上で，医療機関に販売している。Ｂによるこれらの作業の過程

では，部品交換は行われていない。一方で，Ｘ製品の添付文書には，「再使用禁止」と明記さ

れている。この場合，Ｂの行為は，Ｘ特許権を侵害するかについて論じなさい。

３．Ｃは，胃壁固定術に用いられる医療用器具（以下「Ｃ製品」という。）を製造し，販売して

いる。Ｃ製品は，縫合糸を挿入するための針と縫合糸を保持するための針より構成されており，

２本の針が固定部材によって一体化されていない点を除いて，Ｘ発明の構成要件を全て充足す

る。しかし，Ｃ製品は，使用後，２本の針をまとめて容易かつ安全に廃棄するために，２本の

針を一体化して係止する機構（以下「一体化機構」という。）を備えている。Ｃ製品の一体化

機構は，２本の針をまとめて廃棄するための仮止めにすぎないから，２本の針を一体化機構に

より係止した状態のＣ製品を一体化同時穿刺に使用すると，穿刺する力が２本の針に均等に伝

わらず，針先が曲がり，臓器を損傷する危険性がある。ゆえに，Ｃ製品の添付文書においても，

使用上の注意として，「一体化させた状態で２本の針を同時に穿刺しないこと。臓器の損傷，

誤穿刺や出血の危険性がある。」との記載がなされている。もっとも，Ｃ製品の２本の針を一

体化機構により係止し，さらに汎用クリップで留めると，係合力が増し，一体化同時穿刺を安

全に実施することが可能となる。

Ｘは，第三者機関に依頼して，Ｃ製品の使用状況に関する調査を実施したところ，Ｃ製品の

使用経験がある医療機関におけるＣ製品の全使用症例数の３割の症例で汎用クリップを用いた

一体化同時穿刺が行われていることが判明した。そこで，Ｘは，Ｃに対し，上記調査の結果を
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摘示した上で，一体化機構により係止し，汎用クリップで留めた状態にあるＣ製品は，Ｘ発明

の技術的範囲に属するものであり，その製造，販売はＸ特許権を侵害するものであるから，そ

れらの行為を止めるように警告した。しかし，ＣがＣ製品の製造，販売を継続したため，Ｘは，

Ｃに対し，差止め及び損害賠償を求める訴訟を提起した。

⑴ Ｘは，Ｃ製品の製造及び販売の差止めを請求することができるかについて論じなさい。

⑵ Ｘは，Ｃがこれまでに販売したＣ製品の全数量を対象として特許法第１０２条第２項を用

いて損害額を算定し，損害賠償を請求している。仮にＣの行為がＸ特許権を侵害するとした

場合，Ｘの請求に対するＣの反論としてどのような主張が考えられるかについて論じなさい。
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〔第２問〕（配点：５０）

著名なタレントである甲は，各種エンターテインメント事業を行う会社Ａに所属している。Ａは，

甲をイラスト化した主人公が迷宮を脱出する内容のコンピュータ用ゲームソフト（以下「α」とい

う。）の制作を企画し，そのＢＧＭに，甲が歌唱する代表的な歌曲の楽曲部分（以下「β」とい

う。）を使用することにした。

βは，作曲家である乙がかつてＡに依頼されて作曲したものであり，乙の著作の名義の下に公表

されたものである。Ａは，αの制作に先立ち，乙との間で，βに係る著作権を全部譲り受ける旨の

契約を締結した。当該契約においては，著作権法第２７条及び第２８条に定める著作権も譲渡対象

として特掲されている。

その後，Ａの従業員がαを完成させ，αはＡの著作の名義の下に公表された。Ａは，αの複製物

の販売を開始した。

以上の事実関係を前提として，以下の設問に答えなさい。

〔設 問〕

１．αの制作過程においては，甲を簡略なイラストで表現する作業の参考に資するために，Ａの

内部で甲の写真撮影が行われた。撮影は，当時Ａの従業員であった丙が担当し，丙は，デジタ

ルカメラを用いて，写真の構図，採光，露光，シャッタースピード等を調節して，甲を撮影し

た。Ａは，当該写真とそのデータをαの開発部署の外に持ち出すことを禁じ，また，αの完成

後は，直ちにそれらを廃棄することを命じていたが，Ａを退職した丙は，その所有するＵＳＢ

メモリーを用いて当該データを密かに自宅に持ち帰り，不特定多数の者が閲覧できる丙のホー

ムページ上で，当該データを保有している旨及び当該写真を印刷したものの売却に応じる旨を

告知した。Ａは，丙に対して，著作権に基づいて，当該写真の印刷及び譲渡の差止め並びに当

該データの廃棄を請求することができるかについて論じなさい。

２．Ｂは，中古ゲームソフトの販売を行う会社であり，Ａが販売したαの複製物を含む中古ゲー

ムソフトを，自社の店舗内で販売している。

⑴ Ａは，Ｂに対して，αの複製物の販売の差止めを請求することができるかについて論じな

さい。

⑵ Ｂは，中古ゲームソフトの通常の販売に係るサービスと並行して，それとは異なるサービ

スを「割賦販売サービス」と称して提供しているものとする。当該サービスにおいては，Ｂ

の商品である中古ゲームソフトの販売価格の一部に相当する金銭が「頭金」と呼ばれ，客は

「頭金」を支払うことで，直ちに商品の引渡しを受けることができ，残額分は引渡しから１

週間後に支払えばよいとされていた。また，引渡しから６日以内であれば，客は，「頭金」

の払戻しを受けることはできないが，商品を自由に返品することができ，残額分の支払を免

れることもできた。Ａは，Ｂに対して，αの複製物について当該サービスを提供することの

差止めを請求することができるかについて論じなさい。

３．数年後，Ａは，αの続編に当たるコンピュータ用ゲームソフトの制作を決定し，βを編曲し

たものを，そのＢＧＭとして使用することにした。Ａは，作曲家である丁にβの編曲を依頼し，

丁は，もともと落ち着いた曲調であったβをビートの効いたテンポの速い曲調に編曲したβ’

を作成した。当該編曲の事実を知った乙は，丁に対して，乙の同一性保持権の侵害を理由とす

る損害賠償を請求している。乙の請求に対する丁の反論として，どのような主張が考えられる

かについて論じなさい。
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論文式試験問題集［労 働 法］
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［労 働 法］

〔第１問〕（配点：５０）

次の事例を読んで，後記の設問に答えなさい。

【事 例】

有料職業紹介事業を営むＹ社は，本社と事業所が一体となった事業場１か所のみで，労働者６人

を使用して事業を行っていた。

Ｙ社と無期労働契約を締結して雇用されているＸ１は，時間外・休日労働の時間数が１か月当た

り６０時間を超える状態が続く中で，Ｙ社社長のＡから，午後８時以降は会社内で勤務しないよう

にとの通告を受けた。そこでＸ１は，やむを得ず，求職者の個人情報等の機密情報が記録された記

憶媒体（以下「媒体」という。）を，Ｙ社の許可を得ることなく自宅に持ち帰り，自宅で深夜まで

残務処理を行うようになった。そのような状況が続いたある日，Ｘ１は，会社から帰宅する電車の

中でうたた寝をしてしまい，媒体の入った鞄を紛失した。Ｘ１は，翌朝出勤してすぐに，Ａに媒体

を紛失した経緯を説明した。ＡとＸ１は，媒体に個人情報が記録されていた求職者１６０人と連絡

を取り，媒体紛失の経緯を説明して謝罪した。Ｙ社は，これらの求職者１６０人に対し，お詫びの

品として金券３０００円相当をそれぞれ送付した。

Ｙ社は，就業規則を作成していなかったが，各労働者との間で労働契約を締結する際に，後記の

労働契約書を手交し，各労働者の署名・押印を得ていた。Ｙ社は，Ｘ１の前記の媒体紛失行為が労

働契約書第１８条第３号，第４号及び第１０号記載の懲戒事由に該当するとして，Ｘ１に弁明の機

会を与えることなく，同第１９条に基づき，Ｘ１を７日間の出勤停止処分とした。また，Ｙ社は，

前記の媒体紛失行為によるＹ社の損害額を４８万円とし，Ｘ１に対して４８万円の損害を賠償する

よう請求した。

その後Ｙ社は，他の大手企業に顧客の多くを奪われていく中で，売上げが３年連続で低下し，労

働者６人を雇用し続けることが難しい状況となった。そこでＡは，「会社の経営方針を正しく理解

し，経営改革に柔軟に対応してくれる人材」の雇用を継続し，これに該当しない者２人を解雇する

との方針を立てて，Ｙ社の労働者全員が出席する朝礼の場で，この方針を説明した。このＡからの

説明に対し，労働者からは特段意見や質問は出なかった。そこでＡは，この方針に基づいて被解雇

者を決定することとし，全労働者６人の中から，これまでの勤務態度に照らし，会社への協調性や

柔軟性に欠ける傾向にあると評価したＸ２及びＸ３の２人を選定した（会社の経営方針に協力的で

あると評価していたＸ１は，被解雇者に選定しなかった）。Ａは，Ｘ２及びＸ３に対し，被解雇者

に選定されたことを説明し，３０日の予告期間を置いて，両名を解雇した。なお，Ｙ社と各労働者

との間で締結された労働契約書には，解雇に関する定めはない。

【労働契約書（抜粋）】

第１８条 従業員が次の各号の一に該当する場合は，第１９条の定めるところに従い，懲戒を行う。

１，２ （略）

３ 会社の許可なく，会社の物品や機密情報を持ち出したとき。

４ 不正な行為により，会社の名誉・信用を毀損し，又は，会社に損害を与えたとき。

５～９ （略）

１０ 前各号に準ずる程度の不都合な行為をしたとき。

第１９条 懲戒は，けん責，減給，出勤停止（１４日間を限度とし，無給とする），諭旨退職，懲戒

解雇の５種類とし，会社は情状に応じて処分を決定する。



- 23 -

〔設 問〕

１．Ｙ社がＸ１に対して行った出勤停止処分は有効か。検討すべき法律上の論点を挙げて，あなた

の見解を述べなさい。

２．Ｙ社からＸ１への損害賠償請求は認められるか。検討すべき法律上の論点を挙げて，あなたの

見解を述べなさい。

３．Ｙ社がＸ２及びＸ３に対して行った解雇は有効か。検討すべき法律上の論点を挙げて，あなた

の見解を述べなさい。
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〔第２問〕（配点：５０）

次の事例を読んで，後記の設問に答えなさい。

【事 例】

１ 合板等の製造等を業とするＹ社は，本社工場と３つの支工場を有し，その従業員の約８割がＡ

労働組合に加入していた。同組合には，本社工場に事務局を置く組合本部とは別に支工場ごとに

組合支部が置かれていたが，各支部は，同組合の下部機構であって，各支工場に特有の問題につ

いては工場協議会を開催して工場側と折衝して処理するなどしていたものの，組合本部とは独立

してＹ社と団体交渉をしたり，労働協約を締結したりする権限はなかった。Ｘは，Ｙ社Ｆ支工場

従業員であり，Ａ労働組合Ｆ支部長である。

２ 令和２年１月２０日，Ｙ社Ｔ支工場において原料木粉の粉塵爆発と思われる事故が発生し，従

業員１人が死亡したほか複数の者が負傷した。労働基準監督官等の調査によっても事故原因の特

定には至らなかったが，爆発の中心地点にあったＭ社製機械が着火源になった可能性が調査の過

程で指摘され，そのことがＭ社製の同型同年式の機械を使用していたＦ支工場従業員を著しく動

揺させた。その結果，生命の危険があるなどとして同機械による作業を拒否する者が現れ，一部

の従業員が繁忙期を乗り越えるためにやむなく集中的にこの作業を受け持つという状況が生じた。

同年２月３日，Ｆ支工場製造部長であるＢは，この状況を解消すべく，Ｆ支工場の工場長であ

るＷに対し，「安心して働ける環境の回復のため，Ｍ社製機械を全て廃棄し，Ｌ社製の同等品を

導入すべきである」旨，意見を具申した。Ｂは，かつて組合員であったが，創業者である代表取

締役Ｚに管理能力を買われて現職に昇進し，人事権を有する管理職となるに伴い，非組合員とな

っていた。

Ｗは，Ｚの三男であって長く経理部門の要職を務め，工場勤務の経験はないものの，製造部門

の経費率が特に高いＦ支工場の経営見直しのため，Ｚの判断で工場長に任命されていた。Ｗは，

Ｍ社製機械を事故の原因とする科学的根拠が乏しい中で「安心」のために設備更新をするという

コスト意識を欠く提案をするＢに憤りを覚え，Ｂに「お前らは，ありもしない亡霊を仕立てて，

金がかかることばかり考える。機械にケチをつける暇があったら危険予測活動を徹底しろ。親父

はかわいがっていたようだが，お前はもうだめだな。」と言って罵倒した。

かねてＷの工場運営方針に不満を覚えていたＢは，激高してＷの胸ぐらにつかみかかり，周囲

にいた製造部の従業員に制止されながらもなおＷに罵声を浴びせた。Ｗは，暴行についての謝罪

と機械の更新をしない方針に従うことをＢに指示したが，Ｂは返事をしなかった。Ｗから事態の

報告を受けたＹ社は，Ｂには後記の就業規則第５９条第５号及び第６号の懲戒事由があり，その

情状は極めて重いとし，Ｂに同規則所定の弁明の機会を与えた上で，同年３月２日，Ｂに対して

同年４月２日付けで懲戒解雇する旨を予告し，同日，同人を懲戒解雇した。

３ Ｘは，Ｂの懲戒解雇は，人命を軽視するＷの策動による不当なものであるというにとどまらず，

組合員がどれだけ会社の発展に身を捧げ，管理職に栄進したとしても，創業家の一存で解雇され

得ることを示すものであり，放置すれば組合員の将来に希望はないと考えた。そこでＸは，Ｆ支

部の幹部数人と協議の上，Ｂの懲戒解雇の撤回を本社に上申するようＷに要求し，これが拒否さ

れた場合にはＦ支部組合員１５人（製造ライン従業員の約８割）が示威的に一斉に早退し，罷業

に入るという計画を立てた。

Ｘは，この計画を組合本部のＰ書記長に電話で伝達したが，Ｐは，Ｂの懲戒解雇に対しては厳

重に抗議すべきであるとしつつ，要求が拒否された場合に組合員が一斉に早退して罷業する行動

にまで及ぶのは時期尚早であり，相当ではないと返答した。しかしながら，Ｘは，交渉が長期化

すれば不当な前例が既成事実化しかねないことを懸念し，組合本部の了承を得ないまま，Ｆ支部

組合員にはそのことを秘して，計画を実行に移すこととした。

４ 同年４月１３日午前１０時頃，Ｘは，Ｆ支部組合員１０人を引き連れて工場長室前に赴き，同
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室の扉を激しくノックして「工場長！Ｂ部長の解雇の件でお願いしたいことがある。」と叫んだ。

Ｗは，管理職であったＢの懲戒解雇について組合と話すことはないと考え，返事もせずに無視し

た。Ｘは，さらに激しくノックしながら，「工場長！組合としてＢ部長の懲戒解雇の撤回を要求

する。聞こえないのか。現場を分かっているのはあんたじゃない。Ｂ部長だ。そのＢ部長をクビ

にして俺たちを爆弾のそばで働かせ，浮いた経費で飲む洋酒はそんなにうまいか！」と大声で言

い放った。Ｘは，Ｗがなおも返事をしないことから，同行した組合員に「この野郎は俺たちが大

人しく作業をしているうちは動く気はない。こんなところでワイワイ言っても無駄だ。聞く気が

ないなら俺たちも作業を放棄せざるを得ない。Ｂ部長が戻り，怯えて働かずに済むようになるま

で，組合は断固戦う。」などと言ってあおり，工場長室前を立ち去った。Ｆ支部組合員は，支部

長の指揮によるものである以上本部が了解した方針であるものと誤信しつつも，Ｙ社の対応やＷ

の態度に憤りを覚え，Ｘに賛同し，同日午前１１時３０分頃，全員がＸと共に早退届を提出して

Ｆ支工場から立ち去った。

同日から始まった同盟罷業は，組合本部の仲介により要求事項の実現を見ないまま同月２１日

に終了したが，その間，Ｆ支工場の製造部門の操業が完全に停止したため，Ｙ社は，生産予定で

あった全製品について納期を守ることができず，その後取引先から債務不履行責任を問われるな

どの事態となった。

また，Ｘは，罷業期間中，世論を味方に付けるため，Ｆ支部名義の情報宣伝活動用アカウント

でインターネット上に「創業家の横暴・人命を無視した搾取の実態」などと題したＹ社経営陣を

批判する投稿をしたり，Ｙ社製品の不買を呼び掛ける投稿をしたりした。これらの投稿の大部分

は，事実を誇張してＹ社を攻撃・中傷する過激なものであり，それがインターネット上で注目を

集めた結果，これに呼応してＹ社を批判する匿名の投稿が爆発的に増加するとともに，これらの

投稿の内容や騒動の経過が全国放送のテレビ番組で取り上げられ，それが更に反響を拡大させ，

本社に抗議の電話が殺到するなどした。

５ Ｙ社は，Ｘ自身が罷業期間中一切出勤せず，組合本部の了解も得ずにＦ支部組合員を扇動し，

罷業させた行為は就業規則第５９条第１号，第４号及び第６号から第８号までの懲戒事由に，ま

た，Ｙ社を誹謗中傷する，事実に基づかない内容の投稿を拡散させ，本社への抗議の電話を殺到

させた行為は同条第４号及び第６号から第８号までの懲戒事由に，それぞれ該当し，いずれも情

状は極めて重いとし，Ｘに同規則所定の弁明の機会を与えた上で，同年６月１日，Ｘに対して同

年７月３日付けで懲戒解雇する旨を予告し，同日，同人を懲戒解雇した。

【Ｙ社就業規則（抜粋）】

第５９条 従業員が次のいずれかに該当するときは，情状に応じ，訓戒，けん責，減給，出勤停止，

降格，諭旨退職，懲戒解雇に処する。

１ 正当な理由なく，無断で３日以上欠勤し，出勤の督促に応じなかったとき。

２，３ （略）

４ 故意又は重大な過失により会社に重大な損害を与えたとき。

５ 会社内において刑法その他刑罰法規の各規定に違反する行為を行い，その犯罪事実が明らかとな

ったとき（当該行為が軽微な違反である場合を除く。）。

６ 勤務怠慢，素行不良又は会社の秩序又は風紀を乱したとき。

７ 他の従業員の業務を妨害したとき。

８ 私生活上の非違行為や会社に対する誹謗中傷等によって会社の名誉・信用を傷つけ，業務に重大

な悪影響を及ぼすような行為があったとき。

９ その他前各号に準ずる程度の行為があったとき。

第６０条 前条の規定により懲戒を行うときは，当該従業員に対し，事前に弁明の機会を与える。
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〔設 問〕

Ｙ社がＸに対して行った懲戒解雇は有効か。検討すべき法律上の論点を挙げて，あなたの見解を

述べなさい。
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論文式試験問題集［環 境 法］
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［環 境 法］

〔第１問〕（配点：５０）

Ａ県は，輸送量の増加に伴う渋滞緩和のため，Ａ県内に６車線の一般国道（以下「本件国道」と

いう。）の新設を計画している。本件国道の新設事業は，環境影響評価法の第一種事業に該当する

ものであったため，Ａ県は，同法に基づく環境影響評価を実施し，国土交通大臣に対し，法令上必

要とされる道路法第７４条に基づく認可（以下「本件認可」という。）を申請中である。

Ａ県は，計画段階環境配慮書において，道路の位置について，費用対効果が高いという理由でＰ

ルートを設定した。Ｐルート上のＢ地区には，Ａ県の固有種で，絶滅危惧種の植物Ｑの稀少な群生

地が存在していたが，道路の新設中止や別ルート設定の検討はなされなかった。

計画段階環境配慮書に対し，Ｂ地区に居住し，長年Ｑの研究・保護活動をしているＣ，及びＡ県

に拠点を置く自然保護団体である特定非営利活動法人Ｄは，「輸送量の増加は僅かであるため，国

道の新設自体が不要で財政上の無駄である。」，「Ｑを保護するため，少なくとも別ルートの検討

をすべきである。」との意見書をＡ県に提出した。しかし，Ａ県は，環境影響評価準備書において

Ｑの一部を別の場所に移植する旨を記載するにとどまった。これに対し，Ｃ及びＤは，「Ｑの移植

が成功した例はなく，環境保全措置が不十分である。」との意見書を提出したが，環境影響評価書

にはこの点に関するＡ県の見解は記載されていなかった。環境影響評価書作成後に，Ａ県がＱの移

植実験を行ったところ，全株が消滅した。

また，Ｐルート上には密集市街地のＥ地区も含まれており，Ｅ地区の住民Ｆらは，計画段階環境

配慮書，環境影響評価方法書及び環境影響評価準備書について，「Ｅ地区の近くにはＧ社の石炭火

力発電所があり，同発電所による環境負荷との複合影響を検討すべきである。本件国道の供用によ

り，環境基準を超える浮遊粒子状物質（ＳＰＭ）及び騒音による健康被害や生活環境被害が生じる

蓋然性が高く，少なくともＥ地区についてはトンネル化し，換気所にＳＰＭ除去装置を設置すべき

である。」との意見書をＡ県に提出した。環境影響評価準備書及び環境影響評価書には「本件事業

により環境基準を超えるＳＰＭや騒音が発生するおそれはない。」と記載されていたが，Ａ県に対

するＦらの情報公開請求により，ＳＰＭに関する予測データの一部が改ざんされていたことが明ら

かになった。

〔設問１〕

⑴ Ｃ，Ｄ及びＦらは，前記の環境影響評価手続には瑕疵があり，また，環境影響評価法及び

【資料】に照らし，国土交通大臣が本件認可をすることは違法であると考えている。本件認可

が違法であることの論拠としては，どのようなことが考えられるか，説明しなさい。

⑵ Ｃ及びＤは，本件国道の新設を阻止するために，どのような行政訴訟を提起することが考え

られるか。⑴の検討も踏まえて論じなさい。

〔設問２〕

環境大臣は，環境影響評価法の下で，２０１５年以来，複数の石炭火力発電所の設置に関して

意見表明をした。その内容は，事業者の対応は国の地球温暖化対策の２０３０年度目標と整合し

ないため「現段階で是認できない。」とするものであった。このことを重要な契機として，２０

１６年にエネルギー関連の法律の仕組みが，温暖化対策に資するように改正された。この改正経

緯には，環境影響評価法の２０１１年改正が相当程度影響したといわれる。環境影響評価法のど

の点の改正か，同法の規定を挙げた上で，改正の趣旨と効果を述べなさい。

〔設問３〕

Ｃ，Ｄ及びＦらは，生物多様性への影響や複数の汚染源による複合影響について適正な環境配
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慮を行うためには，現在の計画段階環境配慮書制度のみでは限界があり，環境基本法第１９条を

具体化するために新たな制度の導入が必要であると感じている。ここでいう現行制度の限界及び

新たに導入すべき制度として，具体的にどのようなことが考えられるか，説明しなさい。

〔設問４〕

本件国道が設置された後，Ｅ地区における大気中のＳＰＭの濃度は環境基準を超え，その後Ｆ

らは呼吸器系疾患に悩まされるようになった。これについては，本件国道に起因するＳＰＭとＧ

社の石炭火力発電所から排出されてきたＳＰＭその他の大気汚染物質との競合の可能性も指摘さ

れている。Ｆらは，①誰に対して，いかなる規定に基づいて損害賠償請求ができるか。また，②

請求する場合，いかなる点を主張立証しなければならないか，説明しなさい。

なお，本件国道の道路管理者は，Ａ県とする。また，国に対する請求は考慮しなくてよい。
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【資 料】

○ 環境影響評価法施行令（平成９年政令第３４６号）（抜粋）

（第一種事業）

第１条 環境影響評価法（以下「法」という。）第２条第２項の政令で定める事業は，別表第一の第

一欄に掲げる事業の種類ごとにそれぞれ同表の第二欄に掲げる要件に該当する一の事業とする。

（以下，略）

（免許等に係る法律の規定）

第３条 法第２条第２項第２号イの法律の規定であって政令で定めるものは，別表第一の第一欄に掲

げる事業の種類（第二欄及び第三欄に掲げる事業の種類の細分を含む。）ごとにそれぞれ同表の第

四欄に掲げるとおりとする。

（環境の保全の配慮についての審査等に係る法律の規定）

第１９条 法第３３条第２項各号の法律の規定であって政令で定めるものは，別表第四に掲げるとお

りとする。

別表第一（第１条，第３条，第７条関係）（抜粋）

第一欄 事業の種類

１ 法第２条第２項第１号イに掲げる事業の種類

第二欄 第一種事業の要件

ホ 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第５条第１項に規定する道路（首都高速道路等である

ものを除く。以下「一般国道」という。）の新設の事業（車線の数が４以上であり，かつ，長

さが１０キロメートル以上である道路を設けるものに限る。）

第四欄 法律の規定

事業主体が国土交通大臣以外の者である場合につき，道路法第７４条（以下，略）

別表第四（第１９条関係）（抜粋）

三 法第３３条第２項第３号の法律の規定であって政令で定めるもの

道路法第７４条（前後，略）

○ 道路事業に係る環境影響評価の項目並びに当該項目に係る調査，予測及び評価を合理的に行うた

めの手法を選定するための指針，環境の保全のための措置に関する指針等を定める省令（平成１０

年建設省令第１０号）（抜粋）

（位置等に関する複数案の設定）

第３条 第一種道路事業を実施しようとする者は，第一種道路事業に係る計画段階配慮事項について

の検討に当たっては，第一種道路事業が実施されるべき区域の位置又は第一種道路事業の規模に関

する複数の案（以下「位置等に関する複数案」という。）を適切に設定するものとし，当該複数の

案を設定しない場合は，その理由を明らかにするものとする。

２ 第一種道路事業を実施しようとする者は，前項の規定による位置等に関する複数案の設定に当た

っては，既存の道路を活用する場合その他第一種道路事業を実施しないこととする案を含めた検討

を行うことが合理的であると認められる場合には，当該案を含めるよう努めるものとする。

○ 道路法（昭和２７年法律第１８０号）（抜粋）

（国土交通大臣の認可）

第７４条 指定区間外の国道の道路管理者は，当該国道を新設し，又は改築しようとする場合におい

ては，国土交通省令で定めるところにより，国土交通大臣の認可を受けなければならない。（以下，

略）
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○ 道路法施行規則（昭和２７年建設省令第２５号）（抜粋）

（指定区間外の国道の新設又は改築の認可）

第７条 指定区間外の国道の道路管理者は，法第７４条の規定により国道の新設又は改築について認

可を受けようとする場合においては，別記様式第九の申請書を地方整備局長又は北海道開発局長に

提出しなければならない。

２ 前項の申請書には，次に掲げる書類を添付しなければならない。

一 工事計画書

二 工事費及び財源調書

三 平面図，縦断図，横断定規図その他必要な図面
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〔第２問〕（配点：５０）

建設業を営み，Ｐ県知事から，廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下「廃掃法」という。）

に基づく産業廃棄物の収集運搬業及び処分業の許可を受けているＡ社は，総合建設業を営むＢ社か

ら，Ｂ社が元請業者（同法第２１条の３第１項にいう「元請業者」である。）となる甲病院新築工

事のうち，下請負人として，基礎工事の施工を受注した。Ａ社は，同工事において地下を掘削した

ところ，予定地に従前建っていた建物の地中梁が残っていることを発見した。Ａ社は，Ｂ社との間

で，別途，地中梁を破砕して解体する処理について，書面による委託契約を締結し，その際，Ｂ社

は，この処理によって発生するコンクリート破片の標準的な処理費用の３分の１を負担することと

された。

Ａ社は，上記により発生したコンクリート破片の処理を，Ｐ県知事から，廃掃法に基づく産業廃

棄物の収集運搬業及び処分業の許可を受けているＣ社に対し，書面により再委託し，その費用を支

払った（この再委託は，同法第１４条第１６項ただし書の適用により，同項本文が規定する再委託

の禁止に抵触しないものとする。）。Ｃ社は，上記コンクリート破片を，甲病院新築工事現場から

搬出し，乙地区の住宅地に接するＣ社所有の山林に運搬して，何らの囲いをせず，産業廃棄物処理

基準に違反する状態で野積みした。その結果，野積みされた上記コンクリート破片が乙地区の住宅

地へ崩れる危険が発生した。その後，Ｃ社の経営状況は悪化した。

なお，上記の経緯において，産業廃棄物管理票は，適法に作成・交付されていたこととする。

本件設例に表れた事実関係及び【資料】に基づき，以下の設問に答えなさい。なお，設問はいず

れも独立したものである。

〔設問１〕

⑴ 本件設例において，Ｐ県知事は，Ｃ社に対する産業廃棄物の収集運搬業及び処分業の許可の

取消しをしない場合，廃掃法上，①Ｂ社及びＣ社に対し，どのような理由で，どのような措置

を講ずることができるか，②上記①の措置を講ずる前に，乙地区の住宅地へ前記コンクリート

破片の小規模な崩落が生じ始め，その拡大の兆候が現れていた場合に，どのような措置が考え

られるか，それぞれ説明しなさい。

なお，上記①及び②の検討に当たっては，廃掃法第２１条の３第１項によりＢ社のみを「事

業者」とすればよく，同条第２項ないし第４項の適用については，検討を要しない。

⑵ 本件設例において，Ｐ県知事は，Ｃ社に対する産業廃棄物の収集運搬業及び処分業の許可の

取消しをした場合，その後，廃掃法上，Ｃ社に対し，どのような理由で，どのような措置を講

ずることができるか，説明しなさい。

〔設問２〕

乙地区に土地建物を所有し，そこに以前から居住するＤは，Ｃ社及びＰ県に対して，どのよう

な法的請求が可能か，論じなさい。
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【資 料】

○ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和４６年政令第３００号）（抜粋）

（産業廃棄物）

第２条 法第２条第４項第１号の政令で定める廃棄物は，次のとおりとする。

一～八 （略）

九 工作物の新築，改築又は除去に伴つて生じたコンクリートの破片その他これに類する不要物

（以下，略）
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論文式試験問題集［国際関係法（公法系）］
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［国際関係法（公法系）］

〔第１問〕（配点：５０）

Ａ国とＢ国は，南米大陸に所在して隣り合う２つの国である。Ａ国の一部を構成し，Ｂ国との国

境に接して位置するＰ県では，Ａ国全体の人口の約８割を占めるα民族とは異なるβ民族がＰ県人

口の約９割を占めていることから，β民族が中心となって自治政府を形成しＰ県の統治を約５０年

にわたり行っていた。その間，Ｐ県ではＡ国にとって主要な輸出品である石油及び天然ガスが産出

されてきたが，その生産量，石油製品の卸価格及び天然ガスの卸価格等はＰ県自治政府ではなくＡ

国政府が決定している。β民族の多くは，これら天然資源の産出によるＡ国財政への貢献にもかか

わらず，Ｐ県自治政府に配分される予算については人口一人当たりの額がＡ国内の他の県と比較す

ると半分に満たないことに不満を持ち，Ａ国政府にＰ県内の資源が搾取されていると考えた住民の

一部は「Ｐ国独立運動」を立ち上げ，「Ｐ国」の独立に向けて武装闘争を行っていた。こうした不

満を背景に，Ｐ県自治政府は，予算配分の不平等が民族差別に起因するとして，Ａ国政府に再三再

四是正を求めてきた。さらにＰ県自治政府は，Ａ国全体の人口の約２割を占めるβ民族の意思を国

政レベルに反映させるため，Ａ国の議会においてβ民族が恒常的にかつ公正に代表されるべきこと

も主張してきた。また，Ｐ県自治政府は，Ａ国の議会選挙ではこれまで少数派のβ民族の議員が当

選することがほとんどなかった現状を改め，具体的な改革案として，同議会の議員定員の２割に当

たる２０名をβ民族の議員枠として確保するようＡ国政府に申し入れてきたのである。

しかし，こうした要求や申入れは，民族差別の存在自体を否定するＡ国政府に聴き入れられるこ

とはなく，状況が改善されることもなかった。さらにＡ国政府が「Ｐ国独立運動」の指導者を逮捕

する行動に出たところ，Ｐ県の主要都市はＡ国政府を批判する群衆で騒乱状態となったため，Ａ国

政府は，Ｐ県一帯に非常事態宣言を発してＰ県の自治を終了させるとともに，治安部隊によりデモ

に参加する民衆を徹底的に取り締まった。このＡ国政府の弾圧は１年以上続き，Ｐ県ではβ民族を

中心に２００名以上の死傷者が生じたほか，身柄を拘束された者の数は数千名以上に上った。こう

した状況を前にして，Ｐ県自治政府は，Ａ国からの独立か，それともＡ国に残るか，そのいずれを

選択するかについて住民投票を行うことに決め，２０１５年３月にこれを実施した。その結果，約

９割のＰ県住民がＡ国からの独立に賛成したことから，投票結果が発表されて約１か月後の２０１

５年５月１日に，Ｐ県自治政府は「Ｐ国」としてＡ国からの独立を宣言した。

Ａ国政府はＰ県による独立宣言に対して嫌悪感を示し，「Ｐ国」を国家として承認することなく，

「Ｐ県は依然としてＡ国の領域の一部である。」との声明を公表した。他方，Ｂ国は，「Ｐ国」が

独立を宣言すると，その２週間後に，「Ｐ国」との間で互いの首都に大使館を設置し外交使節を派

遣した。これに対して，Ａ国は，「今回のＢ国による行為はＡ国への内政干渉である。」としてＢ

国を非難した。

「Ｐ国」の独立宣言でＡ国内が騒然とする中，Ａ国籍の甲がＡ国警察の追及を避けるために在Ａ

国のＢ国大使館に逃げ込んだ。甲は，「Ｐ国独立運動」の指導者の一人で，Ａ国内においてＡ国政

府の施設やＡ国政府を支援する企業の建物を爆破しＡ国政府要人を暗殺するなどの武装闘争に従事

していた。Ａ国は，甲につきＡ国刑法上の殺人罪等の容疑で指名手配をしており，甲が在Ａ国のＢ

国大使館に逃げ込んだ情報をつかんで，Ｂ国に甲の引渡しを正式に請求した。ところがＢ国はこの

請求に何ら応答せず，また甲をＢ国大使館から強制的に退去させることもなかった。このため，Ａ

国は，Ｂ国大使館の周囲でそれまで行っていた警備活動を放棄するとともに，Ａ国の民間警備会社

乙に対して，その職員５名をＢ国大使館に差し向けるよう指示した。これら職員は，在Ａ国のＢ国

大使の許可なくＢ国大使館内に侵入して甲の身柄を確保することを試みたが，その試みはＢ国大使

館の警備職員によって阻止された。その後，Ｂ国は，この事件がＡ国の行為に起因するものである

としてＡ国に対して外交上の抗議を行ったが，Ａ国は問題のＢ国大使館への侵入行為がＡ国による

行為であることを否定した。
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南米諸国であるＡ国及びＢ国は，外交関係に関するウィーン条約について，いずれもその効力発

生日（１９６４年４月２４日）から当事国となっているが，犯罪人引渡条約は締結していない。

以上の事実を基に，以下の設問に答えなさい。

〔設 問〕

１．Ｂ国の行為は内政干渉だとして非難するＡ国に対して，これに反論するＢ国の立場とその国

際法上の根拠について論じなさい。

２．Ｂ国は，甲を在Ａ国のＢ国大使館に滞在させたままにしておくことについて国際法上の義務

に違反せず，またＡ国に甲を引き渡す国際法上の義務を負わないという立場から，これらの主

張を正当化するためにいかなる議論が可能かについて論じなさい。

３．民間警備会社乙の職員による在Ａ国のＢ国大使館への侵入行為について，Ｂ国はＡ国の国家

責任を追及するためにいかなる主張が可能かについて論じなさい。



- 38 -

〔第２問〕（配点：５０）

Ａ国とＢ国は，隣接する国家である。両国は共に太平洋に面した海岸線を有しており，両国の国

境を成すサール川が太平洋に注いでいる。植民地統治時代，Ａ国は「Ａ行政区」，Ｂ国は「Ｂ行政

区」として，Ｃ国により統治されていた。Ａ国は１９６７年，Ｂ国は１９７８年に独立を達成した。

植民地統治時代のＣ国植民地法令によれば，「Ａ行政区」と「Ｂ行政区」の境界はサール川の航

行可能な水路の中間線であるとされていた。もっとも，サール川には多くの中洲があり，２つの行

政区の境界は明確ではなかった。特にサール川が太平洋に注ぐ地点に位置する，約３．５平方キロ

メートルの広さのサールーガ島周辺は，植民地統治時代には，「Ａ行政区」側と「Ｂ行政区」側の

両方の水路が航行可能であり，両行政区の境界がサールーガ島のどちらの側にあるのかは明確では

なく，Ｃ国植民地法令にも明文の規定がなかった。また，同法令には，サールーガ島の帰属につい

ても，明確な規定が置かれていなかった。ただし，現在のＢ国に当たる河岸の住民は，伝統的にサ

ールーガ島を放牧と農業に利用しており，この住民たちのサールーガ島での活動に対する課税権は，

植民地統治時代，「Ｂ行政区」の当局が管轄し，Ｂ国の独立後は，Ｂ国がこれを行使するようにな

った。

Ａ国が独立した際，Ａ国と「Ｂ行政区」の境界は，Ａ国とＣ国の間で決定されたが，サールーガ

島の帰属とその周辺の国境については，「Ｂ行政区」が国家として独立を達成した後に，当該国家

とＡ国との間で決定されることになった。１９８０年，Ａ国とＢ国は，サールーガ島の帰属と周辺

の国境の画定のための交渉を開始したが，交渉は難航した。なお，両国がこの交渉を開始した時点

では，サールーガ島のＡ国側の水路が浅くなり，航行に適さなくなっていた。

１９８０年代半ば以降，Ａ国でサール川及びサールーガ島の希少な動植物の生態系を中心とする

環境の保護への関心が高まった。１９８７年，Ａ国は軍隊と警察を派遣し，サールーガ島への人の

立入りを厳格に制限するようになり，Ｂ国の国民はここでの放牧や農業ができなくなった。

１９７０年代に，国際的な科学者の団体がＡ国と「Ｂ行政区」の沖合の大陸棚の調査を行い，こ

の海域の海底は，地質的に１つの大陸棚を構成しており，この大陸棚に石油・天然ガス資源が賦存

している可能性が高いとの報告書を提出した。１９８２年の海洋法に関する国際連合条約（以下

「国連海洋法条約」という。）の採択後，Ａ国は１９９２年，Ｂ国は１９９３年に，それぞれ同条

約を締結し，領海，排他的経済水域，及び大陸棚に関する国内法を制定した。Ａ国法は，サール川

のＢ国側の水路の中間点から沖合に向かって，これらの海域を設定しているのに対し，Ｂ国法は，

サール川のＡ国側の水路の中間点から沖合に向かって，これらの海域を設定している。

２００５年１２月，Ａ国とＢ国は，サールーガ島の帰属と同島周辺の国境の画定に関する紛争を

国際司法裁判所に付託することについて合意し，特別合意の締結のための交渉を開始した。また，

サールーガ島の帰属と同島周辺の国境に関する紛争の最終的な解決まで，国連海洋法条約第７４条

第３項及び第８３条第３項に基づき，サール川の沖合の海域の石油・天然ガス資源の探査及び開発

を推進するための暫定的な取極を締結することに，原則として合意した。しかし，特別合意の締結

のための両国間の交渉は難航し，締結には至っていない。また，暫定的取極の具体的な内容と実施

に関する交渉も進展していない。

２０１０年５月，Ｂ国は，サールーガ島沖合の係争海域を含む，Ｂ国が自国の大陸棚であると主

張する海域の石油・天然ガス資源の探査を開始した。その結果，Ａ国が主張する境界線よりも更に

１キロメートルＢ国側に入った海域で石油・天然ガス資源が発見され，２０１６年８月にＢ国の国

有企業が開発を開始した。Ａ国は，Ｂ国による探査及び開発の活動について，暫定的取極の趣旨に

反すると外交上の抗議を行った。

２０１７年９月，Ａ国は，サールーガ島沖合の係争海域を含む，Ａ国が自国の大陸棚であると主

張している海域における石油・天然ガス資源の探査及び開発に関する認可を甲社に与え，同社が海

洋調査船Ｘ号（Ａ国船籍）による探査を開始した。２０１８年９月，サールーガ島沖合のＡ国とＢ

国との間の係争海域において探査を実施していたＸ号に対し，Ｂ国の沿岸警備隊が，Ｂ国の大陸棚
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の資源の探査活動を即時に停止し，当該海域から立ち去るよう命令した。Ｘ号は，資源探査に関し

てＡ国から認可を受けていると返信し，探査を続けたところ，Ｂ国の沿岸警備隊の船舶から発砲を

受けた。そのうちの２発がＸ号に当たり，負傷者が出たことから，Ｘ号はこの発砲の後，Ａ国の港

湾に避難した。Ｂ国は，この発砲は威嚇射撃であったとの声明を出した。Ａ国はＢ国に対し，この

発砲事件について外交上の抗議を行った。また，Ａ国は紛争の解決のための交渉を速やかに開始し，

交渉により紛争が解決できない場合，第三者機関にこれを付託すべきであるとしたが，Ｂ国は協議

に応じていない。これを受けて，Ａ国は国連海洋法条約第１５部に基づき，附属書Ⅶによって組織

される仲裁裁判所に，この紛争を付託する旨の通告をＢ国に送付した。

なお，Ａ国とＢ国は，国連海洋法条約第２８７条第１項の下での紛争解決のための手段を選択す

る宣言，及び第２９８条第１項に基づく宣言（第二節の規定の適用からの選択的除外に関する宣

言）を行っていない。

以上の事実を基に，以下の設問に答えなさい。

〔設 問〕

１．Ｂ国がＡ国に対し，サールーガ島からの軍隊と警察の撤退を請求するために，国際法上どの

ような主張が可能かを論じなさい。

２．Ｂ国が，２０１０年５月からの石油・天然ガス資源の探査，及び２０１６年８月からの開発

を正当化するために，国際法上どのような主張が可能かを論じなさい。

３．Ａ国が，国連海洋法条約附属書Ⅶによって組織される仲裁裁判所にＢ国の沿岸警備隊による

発砲事件に関する紛争を付託することが可能か，及び，これが可能な場合，沿岸警備隊の発砲

の違法性について，国際法上どのような主張が可能かを論じなさい。
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論文式試験問題集［国際関係法（私法系）］
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［国際関係法（私法系）］

〔第１問〕（配点：５０）

甲国籍のＡ男は甲国において甲国籍のＢ女と適法に婚姻し，甲国で婚姻生活を営んでいたが，や

がてＡＢは別居し，婚姻は事実上破綻状態にあった。ＡはＢを甲国に残したまま１０年前（２０１

１年）に仕事のため単身で来日し，以後現在まで日本に居住している。Ａは，６年前（２０１５

年）に，出生以来，日本に居住する日本及び甲国の重国籍者であるＣ女と日本で知り合った。

以上の事実を前提として，以下の設問に答えなさい。なお，各問は独立した問いであり，全ての

問いにおいて，反致については検討を要しない。

〔設問１〕

ＡとＣ（現時点まで，Ｃは国籍法第１４条の国籍の選択をしていないものとする。）は，５年

前（２０１６年），日本の戸籍管掌者に婚姻の届出をした。その際，Ａは，独身であるかのよう

に装うため，婚姻届に添付する書類として，甲国に妻のいることの記載がない偽造の甲国官憲作

成名義の書類を使用した。婚姻届が受理された後，ＡとＣは現在までずっと日本で婚姻生活を営

んでおり，２０１７年には子Ｄ（日本及び甲国の重国籍）が生まれた。なお，日本の国際私法の

観点からみて，ＡＢ間の婚姻は現在でも有効に成立していることを前提とする。

〔小問１〕

ＡＣ間の婚姻の事実を知ったＢが２０２１年にＡＣ間の婚姻無効の訴えを日本の裁判所に提

起した。この訴えについて，日本の裁判所の国際裁判管轄権が認められるかどうかについて論

じなさい。

〔小問２〕

仮にＢによる婚姻無効の訴えについて日本の裁判所の国際裁判管轄権が認められるものとし

た場合に，Ｂによる婚姻無効の請求は認められるか。甲国民法が以下に記すような規定を定め

ていることに加え，甲国民法の規定は配偶者のある甲国人が重ねて婚姻することを禁じている

のみならず，配偶者のいない甲国人が既婚者と婚姻することをも禁じているものとして，準拠

法の決定過程を明らかにしつつ，論じなさい。

【甲国民法】

① 配偶者のある者は，重ねて婚姻することができない。

②　配偶者のある者が重ねてした婚姻は無効とする。

〔小問３〕

Ｄの出生に伴って，ＡとＣは日本の戸籍管掌者に嫡出である子としての出生の届出をし，そ

の出生届は受理された。仮にＢによる婚姻無効の請求を認める判決が確定した場合に，ＡＣ間

の婚姻が無効となったことによって，Ｄは嫡出である子として扱われるか論じなさい。なお，

甲国民法は以下に記すような規定を定めている。

【甲国民法】

③ 父母の婚姻について，その無効の判決が確定する前に出生した子は，嫡出である子とみなす。

〔設問２〕

２０１５年２月にＡとＢは甲国で適法に離婚した。ＡＢ間の離婚から１年が経過した２０１６

年２月に，ＡとＣは，甲国民法の規定に従って，日本に駐在する甲国の領事の面前で婚姻を挙行

した（この時点において，Ｃは国籍法第１４条の規定に基づいて，日本の国籍を選択していたも

のとする。）。この婚姻は日本において有効に成立するか論じなさい。なお，日本の国際私法の

観点からみて，ＡＢ間の離婚は有効に成立していること，また，ＡＣ間の婚姻の実質的成立要件

は満たされていることを前提とする。
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〔第２問〕（配点：５０）

Ａ社は，システムの開発及び販売を業とする甲国の株式会社である。Ａ社は，日本の株式会社Ｊ

社と甲国の株式会社Ｋ社が１０年前に共同で設立したものであり，甲国以外に資産や営業所を有し

ていない。

Ｂは，Ｊ社の従業員であったが，Ａ社の設立に際し，Ｊ社を退職してＡ社の取締役に就任した。

Ｂは，Ａ社の取締役に就任する際に日本から甲国に住所を移した。Ｂは，甲国以外に資産を有して

いない。

Ｇ庁は，乙国の政府機関である。乙国は，丙国を挟んで甲国と地続きの関係にある。Ｇ庁は，Ａ

社の大口取引先であり，Ａ社におけるＧ庁の担当者はＢである。Ｂは，頻繁にＧ庁を訪問している

が，その際には，Ａ社が保有する自動車（以下「本件自動車」という。）を自ら運転し，甲国から

丙国を通過して乙国に至る国際高速道路を利用するのが通常であった。

Ｘは，Ｂの大学時代の友人であり，出生以来，日本に住んでいる。Ｘは，かねてより乙国に関心

があり，その観光についてＢに相談したところ，Ｂは，その翌月にＡ社製の最新型システム管理用

機械（以下「本件機械」という。）をＧ庁に納入することになっていたことから，本件機械をＧ庁

に納入する際に本件自動車に同乗してはどうかとＸに提案した。この提案を受け，Ｘは，甲国に渡

航し，Ｂが運転する本件自動車に同乗し，Ｂ宅から乙国に向けて出発した。ところが，Ｂが運転す

る本件自動車は，国際高速道路を進行中，丙国の領域内に入った地点でカーブを曲がり切れずに道

路側壁に衝突した（以下「本件事故」という。）。本件事故により，Ｂは軽傷で済んだものの，Ｘ

は重傷を負い，本件自動車に積載していた本件機械も完全に損壊してしまった。Ｘは，丙国内の救

急病院で緊急手術を受けた後，医療環境の整った日本での治療を希望したため，日本に帰国して病

院での入院治療を継続した。

Ｂは，Ｘに対し，丙国内での緊急手術の費用等については，その支払を任意で行ったが，日本の

病院での入院治療費については，Ｘが自ら日本での入院治療を選択したことを理由に，その支払を

拒んでいる。

以上の事実を前提として，以下の設問に答えなさい。なお，各問は独立した問いである。

〔設問１〕

Ｘは，本件事故の原因がＢの過失によるものであると主張し，Ｂに対し，本件事故に基づく損

害賠償として，日本の病院での入院や治療に要した費用の支払を求める訴え（以下，本設問にお

いて「本件訴え」という。）を日本の裁判所に提起した。

〔小問１〕

本件訴えについて，日本の裁判所の国際裁判管轄権が認められるかどうかについて論じなさ

い。ただし，応訴による国際裁判管轄権について論じる必要はない。

〔小問２〕

Ｂは，本件訴えに対して応訴し，日本の裁判所において，本件事故はＢの過失によるもので

はないと主張して争っている。本件訴えにおいて，ＸのＢに対する損害賠償請求が認められる

か否かについて，日本の裁判所は，いずれの国の法を適用して判断すべきか論じなさい。なお，

日本の裁判所の国際裁判管轄権について論じる必要はない。

〔設問２〕

本件自動車は，日本国内に本店を有する日本法人Ｃ社が日本国内の工場で製造したものであっ

た。

Ａ社は，本件事故の原因が本件自動車の欠陥にあったと主張し，Ｃ社に対し，本件事故に基づ

く損害賠償として，Ｇ庁への本件機械の売却代金に相当する金額の支払を求める訴えを日本の裁

判所に提起した。
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〔小問１〕及び〔小問２〕のそれぞれの場合において，Ａ社のＣ社に対する損害賠償請求が認

められるか否かについて，日本の裁判所は，いずれの国の法を適用して判断すべきか論じなさい。

なお，日本の裁判所の国際裁判管轄権について論じる必要はない。

〔小問１〕

Ａ社は，甲国の自動車販売会社Ｄ社から本件自動車を購入し，甲国内でその引渡しを受けて

いた。Ｃ社は，自社の自動車を甲国内で販売するための契約をＤ社との間で締結しており，本

件自動車は，この契約に基づき，Ｃ社からＤ社に対して甲国内で引き渡されたものであった。

〔小問２〕

甲国は，甲国内で新車として販売される自動車が満たすべき排気ガス等の環境基準について，

周辺国よりも厳しい基準を設定していたところ，Ｃ社は，甲国の環境基準を満たす自動車を製

造しておらず，甲国市場には販路を有していなかった。

Ｃ社は，乙国の環境基準を満たす自動車を製造しており，自社の自動車を乙国内で販売する

ための契約を乙国の自動車販売会社Ｅ社との間で締結していたところ，本件自動車は，この契

約に基づき，Ｃ社からＥ社に対して乙国内で引き渡され，これをＥ社が新車として乙国居住者

Ｆに販売したものであった。Ｆは，その後，本件自動車と共に甲国に転居し，計３年ほど甲国

内で本件自動車を使用した後，本件自動車を中古車として甲国の自動車販売会社Ｄ社に売却し，

甲国内で本件自動車をＤ社に引き渡していた。

その後，Ａ社は，Ｄ社から本件自動車を購入し，甲国内でその引渡しを受けていた。


